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 生き残りに向けた米国ショッピングモールの新たな動き 
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 米国では、雇用の改善などを背景に消

費支出が堅調に伸びています。一方で、

消費者し好の多様化やネット通販の拡大

などを受けて、小売店舗の中でも、とく

に百貨店やアパレル専門店などの業態で

店舗撤退が増加しており、これらを核テ

ナントとしてきた従来型ショッピングモ

ールの運営が転換点に立たされています。 
 こうしたなか、ショッピングモールで

は、テナントの入れ替えにとどまらず、

施設を不動産投資という側面から多面的

に捉え、複合施設としてキャッシュフロ

ーを拡大させようとする取り組みが活発

化しています。こうした動きは、日本の

ショッピングモールの活性化にも示唆す

る点も多いとみられ、動向が注目されま

す。 

 

消費をけん引してきたショッピングモー

ル 

 

 巨大な駐車場を持ち、天候に左右され

ることなく屋内で買い物を楽しめる、現

在のような大型ショッピングモールの原

型は、米国において 1950 年代に開発さ

れました。百貨店を核テナントとして複

数の小売店舗を取りそろえ、そこでの週

末の買い物を家族だんらんのひとつとし

て位置付けるコンセプトが人気を博した

ことから、ショッピングモールは全米各

地で拡大、米国の消費文化の象徴とされ

てきました。 

 現在、米国には、売場面積約 40,000

㎡以上の大型ショッピングモールが約

1,100 施設あり(日本では約 200 施設)、

それ以外の小型施設も含めれば米国の小

売り販売額の約 6 割を占めるなど、ショ

ッピングモールは重要な小売りチャネル

としての役割を担っています。 

 

変化する米国の消費行動と対応策 

 

 一方、消費者動向をみれば、足元で顕

著な変化が生じています。具体的には、

①モノの所有より共有を好むなど、多様

な文化的背景と価値観を持ち、早い段階

でインターネットやスマートフォンに親

しんできたミレニアル世代（1982～2000

年生まれ）が消費の中心を担いつつある

こと、②ネット通販が急速に普及してい

ること、などがあげられます。 

 こうした変化を受けて、小売店舗の中

でもとくに百貨店やアパレル専門店など

の業態で店舗の撤退が顕著となってきて

図表１ 百貨店上位 10 社(注)の店舗数 
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(注)百貨店上位 10 社(Kohl’s､JC Penney ､

Macy’s ､ Sears ､ Nordstrom ､ Hudson's Bay ､ 

Dillard’s ､ Belk ､ The Bon-Ton Department 

Stores､Stage Stores) 
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います（図表１）。このため、これらを

核テナントとして集客するモデルを採用

してきたショッピングモールでは、代替

となるテナントの誘致に注力しています。

具体的には、①食品スーパーやフィット

ネスクラブ、ヘルスケア施設、教会など

消費者が定期的に通う小売店舗やサービ

ス関連施設の導入や、②健康志向の強い

ミレニアル世代に対して訴求力のあるテ

ナント構成の工夫（オーガニック食品と

フィットネスクラブの組み合わせなど）、

といった取り組みがみられます。 

 

厳しさを増すショッピングモール運営 

 

 しかしながら、中長期的な視点では、

ミレニアル世代以降のインターネットや

スマートフォンに早い段階で親しんだ

「デジタルネイティブ」の消費者が増加

していくなか、オンラインへの一層のシ

フトが進むと想定されます。また、ショ

ッピングモールの新しい集客の原動力と

なってきた食品スーパーやフィットネス

クラブに対する旺盛な需要も一巡しつつ

あるとの見方があります。 

 このため、上述のような小売り・サー

ビス関連業態を中心に据えた従来型の集

客の延長により、短期的に集客力を維持

出来たとしても、将来にわたって持続さ

せることは難しく、テナント撤退による

空室率の上昇、さらなる集客力の低下、

といったサイクルに陥るのではないかと

不安視する向きもあり、さらなる抜本的

な対応が必要とされています。 

 

複合施設化に活路を見出す 

 

こうしたなか、これまでとは一線を画

した生き残り戦略として、ショッピング

モールを小売業の観点だけでなく不動産

投資の側面から多面的に捉えて、再開発

を進める動きがでています。具体的には、

小売りスペースの一部をオフィス（コワ

ーキングスペースを含む）やホテル、コ

ンドミニアムなどに転換し、複合施設と

してショッピングモールの再生を図ると

いうものです。 

こうした動きは、小売り以外の分野に

おける投資を通じて蓄積されたノウハウ

や、豊富な資金力・人材リソースへのア

クセスが可能な不動産投資ファンドや

REIT などが主体となってけん引していま

す。とくに 近では、投資ファンドが稼

働率や賃料水準が相応に高いショッピン

グモールを対象に投資する REIT を積極

的に買収し、複合施設化を進めることで、

さらなるバリューアップを目指すといっ

た先駆的な事例もみられています。 

これらの結果として、ショッピングモ

ール間の勝ち負けをより鮮明化し、米国

全体でみればショッピングモールのとう

たを加速させる可能性はあるものの、新

たな発想で消費者ニーズ変化に対応し、

生き残りを図る事例といえます。 

日本においても、ネット通販の拡大が

一段と進むなど消費行動の変化に伴って、

ショッピングモールの活性化が課題とな

ってくるとみられており、米国のショッ

ピングモールを巡る動向には注目が集ま

ります。        (長尾） 

 


